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障害者などに長期雇用の幅を広げ、多様な人材を活用する必要に迫られ
ている。
　また、正社員として働く人たちにも、特に育児・介護の制約を抱えて
いたり、マルチ・ジョブなどの多様な働き方を希望したりする人たちの
間では、労働時間や勤務地、仕事の範囲を限定した就労に対するニーズ
が高まっている。「同一労働同一賃金」の法制化が進む中にあって、これ
からは、多様な働き方を求める人材にどのような人事制度の受け皿を用
意するかが強く問われることは間違いないことであろう。

　今回の「ガイドライン」では、無期雇用フルタイム勤務のいわゆる正
社員と、パートタイマー、有期雇用、派遣などのいわゆる非正社員との
間で待遇差がある場合に、どんな場合は不合理で、どんな場合は問題と
ならないのかを具体的な例で示している。
　以下、「ガイドライン」（実線および破線のボックスで囲んだ部分。下
線は筆者）の内容について解説していく。
（注）�　ここでいう「通常の労働者」とは、いわゆる「正社員」や、有期雇用から無期雇用に転換して

待遇が改善されたいわゆる「限定正社員」を含む。以下の解説では、読みやすいように単に「正
社員」とした。

「同一労働同一賃金ガイドライン（指針）」の内容と解説6

第１　目的
　この指針は、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等
に関する法律（平成５年法律第76号。以下「短時間・有期雇用労働法」
という。）第８条及び第９条並びに労働者派遣事業の適正な運営の確
保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第 88号。
以下「労働者派遣法」という。）第30条の３及び第30条の４に定め
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　繰り返しになるが、同一労働同一賃金ガイドライン（指針）の基本趣
旨は、同一企業・団体の中で、正規雇用労働者と非正規雇用労働者両方
の賃金・賞与・手当等の決定基準・ルールを明確化し、両者の間の不合
理な待遇差を解消することにある。
　いうまでもなく、不合理な待遇差であるかどうかの判断のポイントは、
まず「同一労働か否か」の事実関係の把握と解釈が入口である。
　同一労働であれば賃金をはじめとする処遇の均等待遇（＝同一賃金）
を求め、次に、同一労働でなければその違いに応じた均衡待遇（＝バラ
ンスのとれた賃金の確保）を求め、この均等待遇または均衡待遇のいず
れかが確保されていなければ法に違反した不合理な待遇になるというロ
ジックになっているからである。
　本章では、新パートタイム・有期雇用労働法の均等待遇・均衡待遇の
原則に照らして、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で、具体的に
どのような方法で「同一労働か否か」「同一賃金か否か」を判断し、どの
ように貢献度を評価して賃金・賞与等の均等待遇・均衡待遇を実現して
いけばよいのかを検討していこう。

（1）労働条件の比較

　最初に、正規雇用労働者と非正規雇用労働者の間で、事実ベースでど
のような労働条件の違いがあるのかを整理・比較しておくことが大事で
ある。そのうえで、職務の内容と人材活用のしくみ・運用を分析・評価
して、同一労働か否かを把握していく。
　図表80は、正社員と契約社員、パートタイム社員との間で、労働条
件の比較を行った例である。このような事実関係を整理するだけでも、
今まで意識してこなかった労働条件の差異や、背景にある事情が浮かび

「同一労働か否か」の検討と人事制度改善の手順1
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〈図表95〉役割等級別評価レートと職務レベルとの対応表

評
価

レ
ー
ト

役割等級（標準）
職
務

レ
ベ
ル

職務レベルの説明パート社員 正社員

P1 P2 P3 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

17 S 17 環境変化に適応し、内外の長期・複雑・多
様な問題を体系的に解決する仕事 

16 A

15 S B 15 全体最適を維持し、複雑な問題を組織的・
統合的に解決する仕事 

14 A C

13 S B D 13 機会に集中し、高度な分析的理解と予測・
対策により資源を有効活用する仕事 

12 A C

11 S B D 11 外部と連携し、幅広い知識を活用して裁量
的に判断・意思決定する仕事 

10 A C

9 S S B D 9 企画・プロセスを配慮しながら自主的に判
断・意思決定する仕事 

8 A A C

7 S B S B D 7 一定の計画・手順を活用して自己責任で判
断する仕事 

6 A C A C

5 S B D B D 5 限られた範囲で任される単純・定型的な仕
事 

4 A C C

3 B D D 3 そのつど与えられる仕事を手順通り処理す
る仕事 

2 C

1 D 1 所定の単純作業を指示通り繰り返し処理す
る仕事 

（注）　役割等級別に SABCDの 5段階評価と評価レートとの対応関係を示す（図表87と対応した2
段階一致の例）。

　　　評価レートを実際に使用する場合は、賃金表のランク設定と数字を対応させる必要がある。
　　�　この図は、2段階一致の賃金表と対応したモデルであり、図表38（Ⅰ～Ⅵ等級）、図表62（P1
～ P3等級）の賃金表のランク設定とそれぞれ対応している。
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5　正社員・非正社員の統合人事制度の事例（Ａ社）

（1）正社員・非正社員の統合人事制度を導入した背景

　これまで、役割等級制度を軸にした賃金・評価制度の作り方について
一般的なモデルを使って解説してきた。本章では、より具体的な実施方
法を理解してもらうために、筆者が直接かかわったケースの中から、
2018年の春に役割等級とランク型賃金表®、ポイント制賞与を軸に正
社員・非正社員の人事制度を導入し、実際に運用している企業の事例を
紹介しよう。
　Ａグループ会社は関東圏を中心に建設工事用の機材レンタルを行う売
上高約40億円、従業員約150名の企業グループであり、本体のＡ社（従
業員80人）のほか、特定業種に特化したレンタルを行うＢ社（30人）、
Ｃ社（20人）、レンタル機材のメンテナンス・修理を行うＤ社（20人）
の４社からなるグループ企業である（以下Ａ社と総称）。グループ従業員
のうち正社員は約100名で、残り約50名は契約社員、定年後再雇用の
嘱託、パートタイマー、アルバイト等である。労働組合はない。
　はじめに、Ａ社が新人事制度を導入するまでの経緯を簡単に説明しよ
う。
　Ａ社では、正社員は大半が中途採用で、新卒採用はほとんどいない。
正社員に採用する前は、半年から２年程度の期間、契約社員として「試傭」
し、その後正社員に転換する場合と、契約社員のまま契約を更新する場
合とに分かれる。契約社員を続けるケースは、会社の評価として正社員
に適さない人のほかに、将来ドライバーとして独立したい人や、正社員
に求められる責任感や緻密な働きを窮屈と感じる人なども含まれる。
　従来のしくみは、契約社員はフルタイム勤務の日給制で、半年契約が
基本である。通信手当（携帯電話代）、年末年始手当（年中無休での保

正社員・非正社員の統合人事制度の事例（Ａ社）5
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5　正社員・非正社員の統合人事制度の事例（Ａ社）

〈図表96〉新人事制度における雇用形態と待遇
区分 ①正社員 ②定年後再雇用（フルタイム） ③時給契約

（フルタイム／パートタイム）

雇用形態

雇用期間 無期 有期 有期・無期

定年 60 歳 65 歳
有期 65 歳
無期 60 歳（ただし 65 歳まで有
期で継続雇用）

雇用転換
定年再雇用制度

③時給契約への転換あり
社員転換制度

・フルタイムは基本給× 0.9 
・�パートタイムは基本給×時間割

× 0.9
転換時は中途採用基準で賃金設定

（別紙）

労働時間

所定労働
時間 フルタイム 7:30 フルタイム 7:30 フルタイム 7:30

またはパートタイム
超過勤務 無限定 無限定 契約時間＋残業あり（守衛は契約

以外の残業なし）
短時間
勤務 なし（育児・介護はあり） なし（育児・介護はあり） あり

人材活用

転勤 地域限定
一部転勤あり 地域限定 地域限定

人事異動 無限定 職種転換なし、人事異動あり
職務限定

（倉庫・一般事務・経理・清掃・
営業、ドライバー・守衛・運行管
理者、生産等）

基本賃金

賃金形態 月給制 月給制 時給制
賃金 ランク型賃金表 同左×賃率 同左×賃率

賃率 100% 90%
90%

扶養範囲内勤務および契約外残業
のない社員は 85％

初任給 新卒初任給
中途採用初任給

定年後再雇用賃金の設定
（定年前の号俸をそのまま使う）

中途採用初任給の時給設定
（定年再雇用は前の号俸を使う）

昇給方法
4 月昇給 同左 同左

段階接近法® 同左 同左
2 年間の倍速昇給（2019、20 年） 同左 対象外

割増賃金

法内残業 100% 同左 同左
法定外
残業 125% 同左 同左

深夜勤務 25% 同左 同左

諸手当

管理職
手当 ○ 対象外 対象外

家族手当 ○ ○ 対象外
公的

資格手当 ○ ○ 対象外

通信手当 ○ ○ ○
年末年始

手当 ○ ○ ○

通勤手当 ○ ○ ○

賞与
夏季・
年末

ポイント制賞与（1 点単価×等級
別・評価別賞与配分点×出勤係数） 同左×賃率 90％ 寸志（同左×賃率 40％×契約労

働時間割合）
特別賞与 個別配分 同左 同左

退職金 賃金比例
方式 あり なし なし

評価制度

役職者の
評価制度 キャリアアップシート 対象外 対象外
非役職者
の評価制

度

スキルアップシート
同左

スキルアップシート
（組織行動スキル＋業務スキル 1
項目のみ）（業務スキル + 組織行動スキル）

評価期間 上期 4 月 1 日～ 9 月 30 日
下期 10 月 1 日～ 3 月 31 日 同左（雇用期間も同一とする） 同左（雇用期間も同一とする）

福利厚生

特別有給
休暇 あり あり フルタイムのみあり
慶弔

見舞金 あり（試傭期間終了後） あり あり（入社 1 年以上対象）
休職期間 3 か月 同左 同左
共済会・

旅行積立金 加入 同左 同左


